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【笠間市のＮＰＯ法人の聞き取り調査】
　現在、少子・高齢化社会の中で、地域社会の活性化、高齢者
の活躍の場の創出、地域コミュニティの活性化のための市民の
居場所づくり、介護、健康、子育てなどに対してのＮＰＯ法人

の活動に対する期待は、地域住民の中で高まっています。公共サービスの担い手の重要な役割
を果たしているＮＰＯ法人と行政との関係、言ってみれば行政とＮＰＯ法人の協働関係の現状
を調査することは、社会的な課題に対する解決の手掛かりともなるとの考えから笠間市におけ
るＮＰＯ法人の現状等を調査することとしました。
　調査は、2017年11月17日に笠間市市民生活部市民活動課から「笠間市におけるＮＰＯ法人
の現状等」をお聞きし、その後、笠間市に活動している２つのＮＰＯ法人「がくどうともべ」
と「グラウンドワーク笠間」の現地調査を行いました。
　この調査においてＮＰＯ法人の行政サービスの担い手として役割が益々高まっていると感じ
ました。当センターとして今後とも行政とＮＰＯ法人との協働関係の調査・研究してまいりた
いと考えています。
　末筆ながら、笠間市における聞き取り調査に御協力いただいた関係者の皆様に感謝申し上げ
ます。


